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1日・元日

11日・成人の日

日本酒（清酒）は、正月には欠かせないお
酒といえます。清酒の中でも高級酒と言われ
ている吟醸酒は、精米歩合60％以下のものを
指します。たとえば精米歩合60％の場合は、
玄米の表層部を40％削り取ることをいいま
す。ちなみに、通常の清酒は75％以下、家庭
で食べる白米は92％程度の精米歩合です。

国　税／給与所得者の扶養控除等申告書の提出

本年最初の給与支払日の前日

国　税／報酬、料金、地代、家賃等の支払調書の提出

2月1日

国　税／源泉徴収票の交付、提出 2月1日

国　税／12月分源泉所得税の納付（納期の特例を

受けている事業所は7～12月分） 1月12日

上記の納期の特例適用者で、納期限の特例

に関する届出書を提出している場合 1月20日

国　税／11月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 2月1日

国　税／5月決算法人の中間申告 2月1日

国　税／2月、5月、8月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合） 2月1日

地方税／固定資産税の償却資産に関する申告 2月1日

地方税／給与支払報告書の提出 2月1日

労　務／労働保険料の納付（第3期分） 2月1日

（労働保険事務組合委託の場合2月15日まで）

吟醸酒

1 月 の 税 務 と 労 務

ワンポイント
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産業構造において、第三
次産業、とりわけサービス
産業の占める割合が増加す
ることを「サービス経済化」
と言います。
サービス経済化の進展に

伴い、サービス業の重要性
が高まっています。ここで
は、小規模事業を中核とす
る中小企業で構成されてい
る「サービス業」について
見ます。
サービス産業は、対事業

所サービス業と対個人サー
ビス業とに大別されます。

１　対事業所サービス業

対事業所サービス業は、
最も高い成長を続けてきた
業種です。
対事業所サービス業の多

くは、もともと企業の内部
で処理されてきた業務が外
部化し、サービス産業化し
たものです。これらの業種
は設計・デザイン業、イベ
ント・広告企画業、マーケ
ティング調査業、各種の情
報提供サービス業、情報処
理サービス業、求人サービ
ス業等、多様な分野の業務
を代行しています。こうし
た社内業務を代行するサー
ビス業が急成長してきた背
景として、企業間競争が激
しくなり、厳しい経営環境
に対応するにはより専門的
な職務能力が求められるよ
うになっていることが一因
と言われています。
また、もう一つの背景と

して、周辺業務の外注化に
よって、社内業務の複雑さ
を避けようとする動きが強
まっているためとも言われ
ています。
例えば、情報処理サービ

ス、輸送、警備、建物・設
備の管理業務等は従来から
も外注化されていましたが、
今日ではその大部分がアウ
トソーシングされています。
この他、売上代金の回収や
各種のアフターサービス等
の業務も外部の専門業者に
委託されるケースが増大し
ています。

２　対個人サービス業

対個人サービス業のなか
で成長率が高いのは、ニュ
ーサービス業といわれる分
野です。例えばアスレチッ
ククラブのようなスポー
ツ・レジャー関連、エステ
ティックのような美容関連、
あるいは所得の上昇に伴っ
て急成長してきた業種です。
また、対個人サービス業

には家事代行サービス業の
ように、これまで家庭内で
家族、特に主婦によって非
産業的活動として行われて
きたものが外部化され、サ
ービス業として定着してき
たものが多くあります。ハ
ウス・クリーニング業、惣
菜宅配サービス業、便利屋
等がその例です。
こうした家事代行サービ

ス業が急成長したのは、女
性が結婚後も社会で働く機

会が増大したことと、所得
が向上したことが要因に挙
げられます。
ニュー・サービス業は経

済成長とともに急速に成長
してきましたが、これらは
所得の状況によって需要が
左右されやすく、好況期に
は需要は急拡大しますが、
景気後退期には需要が停滞
するというように、景気循
環に大きく影響されやすい
のも特徴です。

３　中小サービス業の
これから

サービス経済化の進展に
より、サービス業の就業人
口が製造業を上回り、サー
ビス業は雇用の受け皿とし
ても注目をされるようにな
りました。そこでは、新た
なビジネスチャンスを見い
だした企業の参入・競争・
廃業が絶えず繰り返されて
おり、中小企業はその役割
を十分果たしていると言え
るでしょう。
中小企業がこうした役割

をさらに発揮するためには、
今や産業インフラとして位
置付けられるインターネッ
トの活用方法が重要なポイ
ントになるでしょう。イン
ターネットのような開放型
ネットワーク環境下では、
サービス業に限らず、コン
ピュータの端末さえあれば
企業規模や業種を問わず、
さまざまな企業との連携が
可能になります。
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区分所有建物の特色

建物の特殊な形態である
区分所有建物（マンション
等）は、一棟の建物の一部
を一個の不動産として取り
扱うもので、通常の建物に
はない特色があります。今
回は、その区分所有建物の
特色と登記簿の見方につい
て見てみます。
a 区分所有建物
マンションのように、一

棟の建物の数個の部分が、
それぞれ壁、床、天井等で
他の部分と区分され、独立
して利用ができ、区分所有
の目的物とされるとき、こ
れら一棟の建物の各部分は、
それぞれ一個の建物として
取り扱われます。
s 敷地利用権
区分所有建物が存在する

土地を敷地、区分所有者の
敷地に関して持っている権
利のことを「敷地利用権」
といいます。例えば、所有
権、地上権、賃借権の敷地
となっている土地について
持っている権利で、通常は
区分所有者の共有となって
います。
d 一体性の原則
原則として、区分所有建

物と敷地利用権は、一体と
して処分しなければなりま
せん。別々に処分しても、
無効となります。ただし、
以下の例外があります。
① 敷地が細かく分筆さ
れており、分筆されて
いる各々の土地に区分
所有者が各々単独の所
有権を有する場合。例
えばタウンハウス等に
見られる形態です。
② 区分所有者が、分離

処分を可能とする規約
を結んでいる場合。
上記、①②の場合には、

区分所有建物と敷地利用権
は、別々に分離して処分す
ることが可能です。

区分所有建物の登記簿
を見る際のポイント

a 表題部の特色
区分所有建物では、①ど

こにある、②どの建物、③
どの部分か、を明確にして
物件を特定するため、通常
の土地および建物の表示の
方法と異なり、いくつかの
工夫がなされています。
①どこにある、②どの建

物、については一棟の建物
の表題部に「【表題部】（一
棟の建物の表示）」として表
示し、③どの部分か、につ
いては別に専有部分の建物
の表題部を設け、「【表題部】
（専有部分の建物の表示）」
としてこれを表示していま
す。
s 登記簿の編成
区分所有建物の登記簿は、

まず一棟の建物全体の表題
部があり、その次に各専有
部分が家屋番号順に、それ

ぞれの専有部分の建物の表
題部、甲区、乙区の順に構
成または編綴されます。
d 敷地権の表示
一棟の建物の表題部に

「敷地権の目的たる土地の表
示」として、敷地の所在お
よび地番、地目、地積が記
入されています。敷地権登
記のない区分所有建物では、
この欄がありません。
f 甲区・乙区
敷地権登記のある区分所

有建物では、「一体性公示の
原則」により、専有部分の
建物登記簿の甲区・乙区に
なされている登記は、土地
（敷地）に関しても同一原
因・同一内容の登記がなさ
れたものとして効力を有し
ます。
しかし「敷地権登記のな

い区分所有建物」では、全
部事項証明書（土地）また
は土地登記簿との照合が必
要になります。
まず、①一棟の建物の表

題部に記載された「所在」
をもとに土地全部事項証明
書や土地登記事項要約書、
土地登記簿を取得または閲
覧します。②「甲区」にお
いて「共有者」の記載が多
数あるなかで、目的の専有
部分の所有者と同じ名義の
登記（共有持分の移転登記）
を探し、見つかれば、所有
権の共有持分を確認します。
③「乙区」において当該所
有者の共有持分に関し、専
有部分の乙区欄と同一の抵
当権等の登記がなされてい
ることを確認します。
以上の作業等が必要にな

ります。

2

1



1月号 4

江
戸
時
代
。
一
七
一
九
年
（
享
保

四
年
）
の
洪
水
で
一
部
が
破
損
し
た

江
戸
・
永
代
橋
の
改
修
工
事
を
、
住

民
た
ち
は
幕
府
に
願
い
出
ま
す
が
、

幕
府
は
財
政
難
を
理
由
に
こ
れ
を
拒

否
、
橋
の
廃
止
も
や
む
な
し
と
回
答

し
ま
す
。
そ
こ
で
住
民
の
代
表
た
ち

は
、
自
分
た
ち
で
修
理
を
す
る
代
わ

り
に
、
橋
の
権
利
を
町
人
に
譲
渡
し

て
ほ
し
い
と
申
し
出
て
、
幕
府
は
そ

れ
を
許
可
し
ま
し
た
。

◎
危
険
な
永
代
橋
の
通
行
を
禁
止
し

て
渡
し
舟
に
切
り
替
え
、
そ
の
渡
し

賃
を
橋
の
工
事
費
に
回
す

◎
橋
が
完
成
し
た
ら
通
行
料
を
徴
収

し
、
そ
れ
を
工
事
費
の
返
済
に
充
当

す
る
が
、
通
行
料
の
徴
収
を
継
続
す

る
と
と
も
に
、
橋
の
維
持
管
理
は
町

人
が
負
担
す
る

当
時
す
で
に
、町
人
た
ち
が
公
助
に

依
存
す
る
だ
け
で
な
く
、受
益
者
負
担

で
イ
ン
フ
ラ
を
維
持
管
理
し
よ
う
と

す
る
互
助
・
自
助
の
思
想
が
確
立
さ

れ
て
い
た
こ
と
が
分
か
り
ま
す
。

製作委員会方式で
ヒットの日本映画

『おくりびと』『ハゲタカ』などがヒッ
トし、元気のいい日本映画ですが、最近
よく目にするのが製作委員会方式と呼ば
れる製作システムによる映画づくりです。
映画の製作にあたっては、多額の費用

とリスクを必要とし、主導権をもつ幹事
会社が複数の会社に対して出資を募り、
リスクを分散します。一方で、利益が出
た場合は出資比率に応じて分配します。
製作委員会方式を採るのは、リスク回

避だけではありません。一つの作品がヒ
ットした場合、そのテレビ放映、劇場上
映、海外展開、ネット配信、ビデオ・関
連書籍の出版、キャラクター版権等が発
生します。出資した企業は、この独占使
用権を得られることになるのです。自社
が持っているメディアをフル活用して、
宣伝すると劇場公開時にはヒットするこ
とになります。

環境問題と鉄道産業

世界的に鉄道、とりわけ高速鉄道に強い
関心が向けられ、「鉄道新世紀」ともいっ
ていい状況が今、生まれつつあります。
米国では10路線もの高速鉄道計画が浮上

しています。中でも最も先行しているのが、
カリフォルニア州。ロサンゼルス‐サンフ
ランシスコ間の1,120kmに専用軌道を新設
し、最高時速350キロの列車を走らせる計
画です。全線開通は2030年という長期計
画ですが、400億ドルとも見積もられる資
金の調達が政府助成などで目途が立ち、部
分開業を視野に計画は動き出しています。
背景にあるのは「グリーン・ニューディ

ール」など環境重視政策です。鉄道は、人
間や貨物を同じ距離で運ぶ場合、自動車の
９分の１以下の二酸化炭素排出量で済みま
す。しかし、旅客輸送実績でみると、米国
で鉄道のシェアはわずか0.3％。主要国の
中では群を抜いて低く、自動車が７割以上

を占めています。
ブラジルではリオデジャネイロからサン

パウロを経由し、カンピーナスへつづく三
大経済都市を結ぶ高速鉄道計画が今、大き
な話題となっています。総延長510kmに専
用軌道を建設し、最高速度300キロの列車
で結ぶ計画です。
1兆8,000億円という総工費に加え、ワー

ルドカップやオリンピック開催に間に合わ
せようとしていることに国民が沸いていま
す。
1億9,400万人の国家で、三大都市間に効

率的な大量輸送機関がないという状況は、
経済の非効率性や環境問題を引き起こす結
果になっています。ブラジルは石油、エタ
ノールともに輸出能力を持っていますが、
このまま自動車社会、航空機社会が続けば、
国産エネルギーは国内消費に回り、いずれ
燃料の輸入国に後戻りする恐れがあるので
す。ブラジルにとって高速鉄道の建設は新
興国から先進国に脱皮するための必須条件
です。
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